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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．第139期中の提出会社の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、希薄化効果を有している潜在株

式が存在しないため記載しておりません。 

回次 第138期中 第139期中 第140期中 第138期 第139期 

会計期間 
自平成15年４月１日 
至平成15年９月30日 

自平成16年４月１日
至平成16年９月30日

自平成17年４月１日
至平成17年９月30日

自平成15年４月１日 
至平成16年３月31日 

自平成16年４月１日
至平成17年３月31日

(1）連結経営指標等      

売上高（百万円） 224,721 233,589 234,443 467,924 484,191

経常利益（百万円） 9,273 13,072 9,247 24,686 28,704

中間（当期）純利益（百万円） 5,141 4,562 3,671 11,731 13,058

純資産額（百万円） 184,445 192,037 207,028 189,857 199,372

総資産額（百万円） 461,718 456,881 457,041 462,621 460,949

１株当たり純資産額（円） 531.82 553.63 596.96 547.25 574.43

１株当たり中間（当期）純利益（円） 14.82 13.15 10.59 33.63 37.29

潜在株式調整後１株当たり 

中間（当期）純利益（円） 
14.46 12.99 10.59 32.58 36.28

自己資本比率（％） 39.9 42.0 45.3 41.0 43.2

営業活動によるキャッシュ・フロー（百万円） 9,877 16,173 10,181 35,762 40,440

投資活動によるキャッシュ・フロー（百万円） △6,871 △27,567 2,112 △5,534 △42,337

財務活動によるキャッシュ・フロー（百万円） △2,182 △9,671 △12,660 △10,831 △13,412

現金及び現金同等物の中間期末 

（期末）残高（百万円） 
40,701 38,017 43,640 58,735 43,537

従業員数（人） 16,696 18,001 19,107 17,192 18,519

(2）提出会社の経営指標等      

売上高（百万円） 183,736 194,455 193,242 379,900 397,485

経常利益（百万円） 3,436 8,076 7,552 11,127 16,288

中間（当期）純利益（百万円） 5,553 3,564 4,424 8,494 8,601

資本金（百万円） 35,579 35,579 35,579 35,579 35,579

発行済株式総数（千株） 371,662 371,662 371,662 371,662 371,662

純資産額（百万円） 186,492 190,867 202,230 190,015 194,962

総資産額（百万円） 379,098 374,803 380,960 386,671 379,628

１株当たり純資産額（円） 537.23 550.06 582.92 547.30 561.52

１株当たり中間（当期）純利益（円） 16.00 10.27 12.75 24.28 24.42

潜在株式調整後１株当たり 

中間（当期）純利益（円） 
15.54 － 12.62 23.96 24.22

１株当たり中間（年間）配当額（円） 5.50 5.50 6.00 11.00 11.50

自己資本比率（％） 49.2 50.9 53.1 49.1 51.4

従業員数（人） 6,758 6,616 6,647 6,631 6,603



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。 

 なお、当中間連結会計期間から事業の種類別セグメントを変更しております。変更の内容については、「第 

５ 経理の状況 １. 中間連結財務諸表等 （１）中間連結財務諸表 注記事項（セグメント情報）」に記載のとお

りであります。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員数であります。 

(2）提出会社の状況 

 平成17年９月30日現在の従業員数は、6,647人であります。 

 なお、子会社等への出向従業員（当中間期1,322人）は除外しております。 

(3）労働組合の状況 

１．当社グループには労働組合（東陶機器労働組合等）が組織されており、平成17年９月30日現在の組合員数は

6,531人であります。 

２．労使関係について、特に記載すべき事項はありません。 

  平成17年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

建築用設備機器 17,144 

その他 1,312 

全社（共通） 651 

合計 19,107 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

①当中間連結会計期間の状況 

 当中間連結会計期間におけるわが国の経済は、原油価格の高騰等により個人消費の本格的な活性化には至らな

いものの、企業収益の改善や設備投資の増加等により、緩やかに景気回復する傾向が見られました。新設住宅着

工戸数は、全体では前年同期を若干上回る実績となりましたが、その内訳は、貸家や分譲住宅が伸長し、高付加

価値商品を採用する傾向が強い戸建住宅は減少傾向を示しました。増改築需要は、全体的には堅調に推移しまし

たが、詐欺集団による悪徳リフォーム詐欺が社会問題化したことから、増改築マインドが抑制される影響があり

ました。 

 この間にあって、当社グループは、「平成１６～１８年度中期経営計画」の「５つの２１計画」に基づき、経

営計画目標の達成を目指して活動しました。 

 「リモデル２１計画」は、増改築を通じたお客様との感動づくりを狙いとし、最重要テーマとして取り組んで

います。 

 「グローバル２１計画」は、海外事業の展開強化とグローバルブランドの確立を狙いとしており、中国市場に

おける当社グループのブランドは高級ブランドとして揺ぎ無い地位を確立しており、また米国市場においても、

技術力とデザイン力を両立させたＴＯＴＯブランドは年を追うごとに注目を浴びています。 

 「オンリーワン２１計画」は、次の時代を支える技術の研究と開発を狙いとし、どなたでも使いやすいデザ

インをめざすために、当社独自の「ＵＤ（ユニバーサルデザイン）５原則」に則った商品開発を推進していま

す。また、ＵＤモニターとして登録いただいている高齢の方々や障害を持たれている方々、約２８０名の協力

を得ながら、新商品の企画・開発段階でシーン検証を行い、ユニバーサルデザイン化に注力しました。 エコプ

ロダクツ（エコロジー＆エコノミー）の実現につきましては、新商品の企画・開発段階で、当社独自の「エコ

商品認定制度」による厳しいチェックを行うことで、当社グループの商品を使った生活自体が地球環境保護に

直接的に貢献できるような商品開発に努めています。 

 「チャレンジ２１計画」は、創造力豊かな自立した社員と熱気みなぎる会社づくりを狙いとして、人材の育成

に注力しています。次世代の経営者育成を目的とした「マネジメントフォーラム」や、変革の意志ある者が自ら

手を挙げ、解決手法を学ぶ「経営スクール」などの人材育成プログラムを充実させました。また、女性社員の活

性化を、さらに進めていくために「きらめき推進室」を新設し、計画的な育成と登用、および生活者視点を活か

した商品企画などを推進しています。 

 「レボリューション２１計画」は、永続的な体質強化を狙いとして、当社グループの全部門で企業革新活動

ＴＳＲ（ＴＯＴＯ Self-Revolution）を継続して推進しています。その活動は、生産・販売・間接部門に分

け、部門横断テーマも含め、コスト削減と生産性向上に取り組んでいます。 

 これらの「５つの２１計画」を進めていくことにより、当中間連結会計期間の売上高は前年同期比０.４％増

の２,３４４億４千３百万円となりました。しかしながら、利益面におきましては、普及価格帯商品のウエイト

が高まったことや諸資材の値上がり等の影響を受け、中間純利益は前年同期比１９.５％減の３６億７千１百万

円となりました。 



②事業の種類別セグメントの業績 

ａ．建築用設備機器 

  

＜レストルーム商品＞ 

 掃除がしやすいように便器のフチ裏をなくした「フチなし形状」と、便器内をくまなく洗浄する「トル

ネード洗浄」は好評を得ており、高級タイプのウォシュレット一体形便器「ネオレスト・シリーズ」から

タンク式便器「ピュアレスト」へ搭載しています。当中間連結会計期間では、タンク式のウォシュレット

一体形便器「ＮＥＷ Ｚシリーズ」やキャビネット式便器「レストパル」へも展開し、大便器全体の３割

以上が「フチなし・トルネード便器」となりました。 

 温水洗浄便座「ウォシュレット」は、発売から２５年目を迎えた平成１７年６月には、出荷累計台数が

２,０００万台を突破しました。この２５年間にウォシュレットは進化し続け、「アプリコットシリーズ」

に搭載されている、手を触れずにトイレの一連の動作が全て自動で行えるユニバーサルデザイン機能「便

ふたオート開閉」「オート便器洗浄」付きをご購入いただく方が半数以上になりました。 

 デパートや駅、映画館、オフィスなどの女性トイレの限られた広さを変えずに、手洗いだけではなく、

お化粧直しもしやすい新しい洗面スペース「ニュー・ラバトリースペース」の提案は好評を得ています。 

 このような活動により、リモデル需要を中心に高付加価値商品は伸長しました。その一方で、新築需要

は、戸建住宅が減少し、集合住宅は賃貸住宅が伸長したことで、普及価格帯商品のウエイトが高まったこ

とにより、レストルーム商品の売上高は前年同期比０.２％増の９８８億円となりました。 

  

＜バス・キッチン・洗面商品＞ 

 冬場でも６時間後のお湯の温度が約２度（従来は約７．５度）しか下がらない断熱構造をもつ「魔法び

ん浴槽」を、戸建住宅用システムバスルームの主力商品である「フローピアＫＧシリーズ」や、マンショ

ン用ユニットバスルーム「ＪＭシリーズ」「ＪＰシリーズ」に拡大搭載したことで好評を得ており、順調

に売上を伸ばしました。 

 お求めやすい価格で、さらに機能を充実させたシステムキッチン「スタイル・エフシリーズ」、およ

び、立っても座っても楽に作業ができる「スーパーレガセス 座ってラクラクプラン」は、堅調な販売実

績を続けています。さらに、平成１７年９月には、リビングとダイニング空間に融和するようなデザイン

を追求した、「キュイジア」を発売し、「招いてもてなす」「楽しくつどう」空間を提案しました。 

 この結果、バス・キッチン・洗面商品の売上高は前年同期比０.２％増の１,１６６億円となりました。 

 

＜その他商品＞ 

 家事の効率化に役立つ食器洗い乾燥機「ウォッシュアップ」や浴室換気暖房乾燥機「三乾王」、洗面所

で温風によって手を乾かすことができる「クリーンドライ」は、顧客対応力と品揃え強化を行い、売上高

は前年同期比１５.０％増の１３８億円となりました。 

 この結果、売上高は前年同期比０．９％増の２,２９３億４千６百万円となりました。 

  

ｂ．その他 

 光触媒の分解性や親水性を応用した商品の品揃えを強化することで生活用品は伸長しましたが、「エア

スライド」「静電チャック」「大型精密セラミック部品」などのニューセラミックは需要の端境期にあた

り、前年同期を下回る実績となりました。 

 この結果、売上高は前年同期比１３.０％減の９９億４百万円となりました。 

(注） 当中間連結会計期間から事業の種類別セグメントを変更したため、前年同期比較に当たっては前中間連 

  結会計期間分を変更後の区分に組み替えて行っております。 



③所在地別セグメントの業績 

 ａ．日本 

  リモデル需要への積極的取組みとして、地域のお客様に商品を見て触れて実感していただくための場で

あるショールームについては、各エリアの実情を踏まえながら計画的な新設・移転配置を進めました。 

  当中間連結会計期間は、岐阜ショールームを移転し、春日井（愛知県）・佐久平（長野県）・西神（兵

庫県）の３カ所にショールームを新設することで全国９７カ所の配置となりました。 

  また、地域に密着した増改築店のネットワークである「ＴＯＴＯリモデルクラブ店」は、「安心と信

頼」のネットワークとして、全国３,８００店を超える店をＴＯＴＯホームページなどで広くご紹介でき

るようになりました。さらにＴＯＴＯリモデルクラブ店とともに、水彩ショップの拡充により、お客様の

ご要望に合った増改築プランの提供や施工をはじめ、部品の販売・アフターサービスに至るまでの総合的

なサービスができる体制整備に努めました。 

 この結果、売上高は２,１９２億８千４百万円となりました。  

ｂ．米国 

  米国市場では、さらなる認知拡大のために、 全米最大規模の水まわり展示会であるキッチン＆バス・

インダストリー・ショーへ、平成７年より１１年連続して出展しました。ウォシュレット一体形便器「ネ

オレスト」や「ウォシュレット」に加え、水栓金具・浴槽等の新商品を展示拡大することで、当社グルー

プの品揃えと技術力の認知を、一層高めることができました。 

  この結果、売上高は１１２億円となりました。 

C．中国 

  中国市場では、高品位・高機能ブランドの確立を念頭に置き、事業活動を継続しています。 

  衛生陶器をはじめとした数々の新商品を発売する一方で、高感度なＴＶコマーシャルを放映する等の各

種拡販活動を進めました。また、平成１７年９月には、北京市・上海市に続き中国市場では３番目となる

テクニカルセンター・ショールームを広州市に開設しました。生産面では、生産効率のアップおよび取扱

い商品の拡大を進め、コスト低減・生産量拡大を図っています。平成１７年２月に稼動を開始した上海の

「東陶華東有限公司」も順調に生産量の拡大を行っています。 

  この結果、売上高は１２１億９千２百万円となりました。 

ｄ．その他 

  台湾市場ではエリア毎の代理店ショールームの充実を進めており、他社に先駆けたビジネススタイルが

奏効し、業績は順調に伸長しています。ベトナム市場では、ＴＯＴＯ VIETNAM CO.,LTD.が順調に稼動し

ており、今後、一層の市場拡大が見込まれるベトナム国内への拡販とともに、米国・中国・日本などへの

供給拡大を考慮し、第２工場の増設に着手しました。 

 また、 空前の建築ブームであるアラブ首長国連邦やサウジアラビア等の中東地域への拡販を狙いとし

て、平成１７年３月にドバイ駐在員事務所を開設し、市場情報収集、高級物件攻略等を積極的に推進して

います。 

 この結果、売上高は７２億３千４百万円となりました。 



(2）キャッシュ・フロー 

  当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前中間連結会計期

間末の３８０億１千７百万円に比べ、５６億２千３百万円増加し、当中間連結会計期間末には４３６億４千万円

となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  当中間連結会計期間において営業活動による資金の増加は、１０１億８千１百万円（対前中間連結会計期間△

５９億９千２百万円）となりました。 

 これは、当中間連結会計期間の税金等調整前中間純利益８０億７千７百万円、減価償却費９８億３千９百万円

等による資金の増加と、たな卸資産の増加額５５億８千７百万円等による資金の減少によります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  当中間連結会計期間において投資活動による資金の増加は、２１億１千２百万円（対前中間連結会計期間＋２

９６億７千９百万円）となりました。 

 これは、預入期間が３ヶ月を超える定期預金の減少１１７億６千１百万円等による資金の増加と、有形固定資

産の取得による支出８２億８千２百万円等による資金の減少によります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  当中間連結会計期間において財務活動による資金の減少は、１２６億６千万円（対前中間連結会計期間△２９

億８千９百万円）となりました。 

 これは、借入金の減少９８億２千万円等による資金の減少によります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。 

 （注）１．金額は、売価換算値で表示しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．当中間連結会計期間から事業の種類別セグメントを変更したため、前年同期比較に当たっては、 

  前中間連結会計期間分を変更後の区分に組み替えて行っております。 

(2）受注状況 

 当社グループは概ね見込生産方式を採っておりますので、受注の状況については記載を省略しました。 

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。 

 （注）１．主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合 

前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間において、販売実績が総販売実績の100分の10以上

を占める相手先がないため、記載を省略しました。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．当中間連結会計期間から事業の種類別セグメントを変更したため、前年同期比較に当たっては、 

  前中間連結会計期間分を変更後の区分に組み替えて行っております。 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

建 築 用 設 備 機 器 222,721 4.6 

そ     の     他 4,576 △16.1 

合    計 227,297 4.1 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

建 築 用 設 備 機 器 229,346 0.9 

そ     の     他 9,904 △13.0 

内 部 売 上 消 去 等 △4,806 － 

合    計 234,443 0.4 



４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等はありません。  

５【研究開発活動】 

 当社グループは創業以来、生活文化の向上に寄与することを使命と考え、研究開発活動を行っています。 

 ＴＯＴＯの商品はまいにちみんなが必ず使うものだから、環境にもっとやさしい商品を目指し、ＴＯＴＯ独自の

「エコ商品認定制度」を設け、「設計」「材料調達」「つくる」「はこぶ」「つかう」「すてる・もどす」、全ての

段階で環境に配慮した商品づくりを行っています。 

 そのような取り組みの結果、平成１７年春、人が居るかどうかだけでなく尿の量もチェックし、適量の水を流すこ

とができるマイクロ波センサーを搭載した小便器ユニットを発売し、更なる節水を実現しました。ＴＯＴＯがセンサ

ーの全てを設計した、独自のエコ技術です。 

 将来に向けて、更なる省エネのためにこのマイクロ波の技術、室内環境の向上のために光触媒やファインセラミッ

クの技術、そして地球環境にやさしい固体酸化物形燃料電池の開発を日夜精力的に取り組んでいます。 

 また、ＴＯＴＯの商品はまいにちみんなが必ず使うものだから、人生のあらゆる状況において、ラクで、安全で、

快適な商品・空間づくりを目指し、ＴＯＴＯ独自の「ユニバーサルデザイン5原則」をものづくりの指針とし、まい

にち・まいにちの「つかいやすい」を追求しています。 

 このように、常に「お客様・社会にとって必要とされる企業であり続けることとはなにか」という視点で、 

「ＴＯＴＯだからできる」商品の実現を目指しています。 

 当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費の総額は ５,９７９百万円であります。 

 

 当中間連結会計期間における事業の種類別セグメント別の活動内容および研究開発費は次のとおりです。なお、各

セグメントに配賦できない研究開発費が ９３９百万円あります。 

 

a.建築用設備機器 

<レストルーム商品> 

 商品開発として、掃除がしやすいように便器のフチ裏をなくした「フチなし形状」と、便器内をくまなく洗浄する

「トルネード洗浄」の付いた衛生陶器、手を触れずにトイレの一連の動作が全て自動で行えるユニバーサルデザイン

機能「便ふたオート開閉」「オート便器洗浄」の付いた腰掛便器用シートの品揃えを強化いたしました。 

  

<バス・キッチン・洗面商品> 

 商品開発として、リビングとダイニング空間に融和するようなデザインを追求したシステムキッチン「キュイジ

ア」などの新商品を発売し、また冬場でも６時間後のお湯の温度が約２度（従来は約７．５度）しか下がらない断熱

構造をもつ「魔法びん浴槽」の品揃えを強化いたしました。 

  

   <その他商品> 

   商品開発として、家事の効率化に役立つ食器洗い乾燥機「ウォッシュアップ」や浴室換気暖房乾燥機「三乾王」、

  洗面所で温風によって手を乾かすことができる「クリーンドライ」の品揃えを強化いたしました。 

   

      当事業セグメントに係る研究開発費は、４,５９０百万円であります。  

  

b.その他 

 光触媒の分解性や親水性を応用した商品の品揃えを強化いたしました。 

 当事業セグメントに係る研究開発費は、４４９百万円であります。  

   



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあ

りません。また新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注） 「株式の消却が行われた場合は、これに相当する株式数を減ずる」旨を定款に定めています。 

②【発行済株式】 

 （注） 「提出日現在発行数」欄には、平成17年12月１日から、この半期報告書提出日までの新株予約権の行使（旧商

法に基づき発行された転換社債の転換）により発行された株式数は含まれていません。 

(2）【新株予約権等の状況】 

 当社は旧商法に基づき転換社債を発行しております。当該転換社債の残高、転換価格及び資本組入額は次のと

おりです。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 700,000,000 

計 700,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年12月15日） 

上場証券取引所名 内容 

普通株式 371,662,595 371,662,595 

㈱東京証券取引所（市場

第一部） 

㈱名古屋証券取引所（市

場第一部） 

㈱大阪証券取引所（市場

第一部） 

福岡証券取引所 

－ 

計 371,662,595 371,662,595 － － 

銘柄 
（発行年月日） 

平成17年９月30日現在 平成17年11月30日現在 

転換社債の残高 
（百万円） 

転換価格 
（円） 

資本組入額 
（円） 

転換社債の残高 
（百万円） 

転換価格 
（円） 

資本組入額 
（円） 

第４回無担保転換社債 

（平成７年５月１日） 
29,883 1,295.50 648 29,883 1,295.50 648 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（千株） 

発行済株式総
数残高 
（千株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

 平成17年４月１日～ 

平成17年９月30日 
－ 371,662 － 35,579 － 29,101 



(4）【大株主の状況】 

 （注） モルガン・スタンレー・ジャパン・リミテッド及びその共同保有者７社から、平成17年10月11日付の大量保有

報告書の写しの送付があり、平成17年9月30日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりま

すが、当社として当中間会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めて

おりません。 

  平成17年9月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

東陶機器株式会社 福岡県北九州市小倉北区中島二丁目１番１号 24,733 6.65 

明治安田生命保険相互会社 

（常任代理人 資産管理サービ

ス信託銀行株式会社） 

東京都千代田区丸の内二丁目１番１号 

（東京都中央区晴海一丁目８番12号 

晴海アイランドトリトンスクエアＺ棟） 

21,244 5.72 

第一生命保険相互会社 

（常任代理人 資産管理サービ

ス信託銀行株式会社） 

東京都千代田区有楽町一丁目13番１号 

（東京都中央区晴海一丁目８番12号 

晴海アイランドトリトンスクエアＺ棟） 

20,541 5.53 

日本生命保険相互会社 
東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 

日本生命証券管理部内 
14,983 4.03 

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町二丁目11番３号 12,223 3.29 

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海一丁目８番11号 10,085 2.71 

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目２番１号 9,619 2.59 

株式会社東京三菱銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 9,291 2.50 

デポジタリーノミニーズインコ

ーポレーション 

 （常任代理人 株式会社東京三 

 菱銀行） 

C/O THE BANK OF NEW YORK 101 BARCLAYS  

STREET 22ND FLOOR WEST NEW YORK,NEW  

YORK 10286 

 （東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 

 カストディ業務部） 

9,288 2.50 

ステートストリートバンクアン

ドトラストカンパニー 

（常任代理人 株式会社みずほ

コーポレート銀行兜町証券決済

業務室） 

P.O. BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101

U.S.A. 

（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

7,980 2.15 

計 － 139,990 37.67 

氏名又は名称 住所 
保有株券等の数 
（株） 

株券等保有割合 
 （％） 

モルガン・スタンレー・ジャパ

ン・リミテッド  

(Morgan Stanley Japan  

 Limited) 

ケイマン諸島、グランドケイマン、ジョー

ジタウン、サウスチャーチ・ストリート、

ユグランドハウス私書箱３０９号 

4,325,580 1.16 

モルガン・スタンレー・アンド 

・カンパニー・インコーポレー

テッド 

(Morgan Stanley ＆ Co.  

 Incorporated) 

1585 Broadway, New York, NY 10036 8,612,699 2.32 

モルガン・スタンレー・アンド 

・カンパニー・インターナショ

ナル・リミテッド 

(Morgan Stanley ＆ Co.  

 International Limited) 

25 Cabot Square Canary Wharf London E14 

4QA U.K. 
8,286,623 2.23 

 



氏名又は名称 住所 
保有株券等の数 
（株） 

株券等保有割合 
 （％） 

エムエスディーダブリュ・エク

イティー・ファイナンス・サー

ビセズ I （ケイマン）・リミ

テッド 

(MSDW Equity Finance  

 Services I (Cayman) Ltd.) 

c/o M&C Corporate Services Limited  

P.O. Box 309GT Ugland House, South  

Church Street George Town, Grand Cayman 

300,000 0.08 

モルガン・スタンレー・キャピ

タル（ルクセンブルグ）エス・

エー 

(Morgan Stanley Capital  

 (Luxembourg)SA) 

8-10 rue Mathias Hardt, L-1717  

Luxembourg 
610,348 0.16 

エムエスディーダブリュ・エク

イティー・ファイナンシング・

サービセズ（ルクス）エス・ア

ー・エール・エル 

(MSDW Equity Financing  

 Services (Luxembourg) 

 S.a.r.l) 

8-10 rue Mathias Hardt, L-1717  

Luxembourg 
2,944,080 0.79 

モルガン・スタンレー・インベ

ストメント・マネジメント・イ

ンク 

(Morgan Stanley Investment 

 Management Inc.) 

1221 Avenue of the Americas, New York,  

NY 10020, USA 
388,000 0.10 

モルガン・スタンレー・インベ

ストメント・アドバイザーズ・

インク 

（Morgan Stanley 

  Investment Advisors Inc.） 

1221 Avenue of the Americas, New York,  

NY 10020, USA 
29,500 0.01 

計 － 25,496,830 6.86 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式が14,000株含まれております。 

また、「議決権の数」欄に、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数14個が含まれております。 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式） 

普通株式 

24,733,000 

－ － 

（相互保有株式） 

普通株式 

321,000 

－ － 

完全議決権株式（その他） 
普通株式 

342,637,000 
342,637 － 

単元未満株式 
普通株式 

3,971,595 
－

１単元（1,000株）未

満の株式 

発行済株式総数 371,662,595 － － 

総株主の議決権 － 342,637 － 



②【自己株式等】 

  （注） 株式会社指兼は、当社の取引先会社で構成される持株会（東陶機器取引先持株会 北九州市小倉北区中島 

      ２－１－１）に加入しており、同持株会名義で当社株式2,000株を所有しております。 

   

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式）      

東陶機器株式会社 
北九州市小倉北区

中島2-1-1 
24,733,000 － 24,733,000 6.65 

（相互保有株式）      

石川金属工業株式

会社 

北九州市小倉北区

赤坂海岸2-1 
224,000 － 224,000 0.06 

旭工業株式会社 瀬戸市鹿乗町1156 51,000 － 51,000 0.01 

株式会社指兼 
名古屋市西区笠取

町3-76 
46,000 2,000 48,000 0.01 

計 － 25,054,000 2,000 25,056,000 6.74 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 937 916 883 887 884 932 

最低（円） 855 844 851 858 803 865 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しています。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しています。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日

まで）及び当中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会

計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30

日まで）の中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けています。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金    54,156   46,665   58,323  

２．受取手形及び 
売掛金 

   81,406   80,564   85,728  

３．有価証券   1,912   －   805  

４．たな卸資産   65,643   64,821   58,753  

５．繰延税金資産   4,893   3,924   4,300  

６．その他   11,820   12,435   11,691  

 貸倒引当金   △1,111   △946   △1,007  

流動資産合計   218,722 47.9  207,463 45.4  218,597 47.4 

Ⅱ 固定資産           

(1）有形固定資産 ※１          

１．建物及び構築物 ※２ 70,414   68,878   69,701   

２．機械装置及び 
運搬具  31,563   32,357   32,069   

３．土地 ※２ 48,035   47,713   47,776   

４．建設仮勘定  5,180   3,556   3,033   

５．その他  9,037 164,230  11,713 164,219  10,546 163,126  

(2）無形固定資産   14,090   14,374   14,442  

(3）投資その他の資産           

１．投資有価証券 ※２ 26,949   42,979   33,075   

２．繰延税金資産  21,813   17,052   20,778   

３．その他  16,255   11,965   11,964   

 貸倒引当金  △5,180 59,838  △1,014 70,982  △1,035 64,783  

固定資産合計   238,159 52.1  249,577 54.6  242,351 52.6 

資産合計     456,881 100.0 457,041 100.0   460,949 100.0 

      
 



  
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形及び 
買掛金 

※２  56,756   57,548   56,013  

２．短期借入金 ※２  43,240   34,003   42,302  

３．未払法人税等   3,753   3,095   4,789  

４．その他    56,697   54,419   55,763  

流動負債合計   160,448 35.1  149,066 32.6  158,869 34.5 

Ⅱ 固定負債           

１．転換社債   29,998   29,883   29,883  

２．長期借入金 ※２   4,049   2,287   2,745  

３．退職給付引当金   58,878   55,924   57,673  

４．役員退職慰労 
引当金   509   556   538  

５．その他   975   1,041   973  

固定負債合計   94,410 20.7  89,692 19.6  91,814 19.9 

負債合計   254,859 55.8  238,759 52.2  250,684 54.4 

           

（少数株主持分）           

少数株主持分   9,984 2.2  11,253 2.5  10,893 2.4 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   35,579 7.8  35,579 7.8  35,579 7.7 

Ⅱ 資本剰余金   29,292 6.4  29,366 6.4  29,364 6.3 

Ⅲ 利益剰余金   141,927 31.0  149,978 32.8  148,515 32.2 

Ⅳ その他有価証券 
評価差額金   3,572 0.8  9,641 2.1  4,505 1.0 

Ⅴ 為替換算調整勘定   △4,521 △1.0  △3,623 △0.8  △4,724 △1.0 

Ⅵ 自己株式   △13,813 △3.0  △13,914 △3.0  △13,867 △3.0 

資本合計   192,037 42.0  207,028 45.3  199,372 43.2 

負債、少数株主持分 
及び資本合計   456,881 100.0  457,041 100.0  460,949 100.0 

      



②【中間連結損益計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   233,589 100.0  234,443 100.0  484,191 100.0 

Ⅱ 売上原価   147,001 62.9  150,271 64.1  308,066 63.6 

売上総利益   86,588 37.1  84,171 35.9  176,124 36.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  72,277 31.0  73,918 31.5  145,705 30.1 

営業利益   14,310 6.1  10,253 4.4  30,419 6.3 

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息  197   217   426   

２．受取配当金  143   257   189   

３．持分法による投資利益  428   523   830   

４．為替差益  －   277   －   

５．その他  843 1,613 0.7 718 1,995 0.8 2,128 3,575 0.7 

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息  583   673   1,213   

２．売上割引  462   492   955   

３．固定資産除却損  779   922   1,449   

４．製品廃棄損  517   556   776   

５．その他  509 2,851 1.2 356 3,000 1.3 894 5,290 1.1 

経常利益   13,072 5.6  9,247 3.9  28,704 5.9 

Ⅵ 特別利益           

１．土地等売却益 ※２ 38   11   42   

２．投資有価証券売却益   －   7   －   

３．会員権売却益  － 38 0.0 16 35 0.0 － 42 0.0 

Ⅶ 特別損失           

１．土地等売却損 ※３ －   17   37   

２．投資有価証券売却損   －   3   1,537   

３ 会員権売却損  －   11   －   

４．有価証券評価損 ※４ 9   21   9   

５．会員権評価損  24   4   25   

６．減損損失 ※５ 2,178   －   2,178   

７．事業再編費用 ※６ 880   －   1,502   

８．環境対策費用 ※７ － 3,092 1.3 1,147 1,205 0.5 － 5,291 1.1

税金等調整前中間（当期） 
純利益   10,017 4.3  8,077 3.4  23,455 4.8 

法人税，住民税及び事業税  3,647   2,923   6,764   

法人税等調整額   1,024 4,671 2.0 678 3,602 1.5 1,901 8,666 1.8 

少数株主利益   783 0.3  803 0.3  1,730 0.3 

中間（当期）純利益     4,562 2.0 3,671 1.6   13,058 2.7 

                  



③【中間連結剰余金計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）        

Ⅰ 資本剰余金期首残高   29,188  29,364  29,188

Ⅱ 資本剰余金増加高        

自己株式処分差益  104 104 2 2 176 176 

Ⅲ 資本剰余金中間期末 
（期末）残高 

  29,292  29,366  29,364 

        

（利益剰余金の部）        

Ⅰ 利益剰余金期首残高   139,341  148,515  139,341

Ⅱ 利益剰余金増加高        

中間（当期）純利益  4,562 4,562 3,671 3,671 13,058 13,058 

Ⅲ 利益剰余金減少高        

1.配当金  1,908   2,081   3,817   

2.役員賞与  67 1,975 126 2,208 67 3,884 

Ⅳ 利益剰余金中間期末 
（期末）残高 

  141,927  149,978  148,515 

        



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

税金等調整前中間
（当期）純利益 

 10,017 8,077 23,455 

減価償却費  9,005 9,839 18,725 

減損損失  2,178 － 2,178 

有価証券評価損  9 21 9 

事業再編費用  880 － 1,502 

会員権評価損  24 4 25 

固定資産除却損  779 922 1,449 

貸倒引当金の減少額  △315 △97 △4,556 

退職給付引当金の減
少額 

 △1,240 △1,749 △2,444 

役員退職慰労引当金
の増加額    
（△減少額） 

 △3 17 25 

受取利息及び受取配
当金 

 △340 △475 △616 

投資有価証券売却益   － △7 － 

投資有価証券売却損   － 3 1,537 

支払利息  583 673 1,213 

土地等売却益  △38 △11 △42 

土地等売却損  － 17 37 

売上債権の減少額  2,625 5,777 3,319 

たな卸資産の減少額
（△増加額） 

 △3,637 △5,587 2,900 

仕入債務の増加額  1,692 1,131 1,133 

未払金の減少額  △1,508 △2,102 △195 

未払費用の増加額 
（△減少額） 

 △205 811 △429 

役員賞与の支払額  △67 △126 △67 

その他  △1,111 △2,397 △4,184 

小計  19,327 14,740 44,979 

利息及び配当金の受
取額 

 451 483 866 

利息の支払額  △543 △668 △1,183 

法人税等の支払額  △3,062 △4,373 △4,222 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

 16,173 10,181 40,440 

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

定期預金の預入によ
る支出 

 △24,107 △3,906 △40,913 

定期預金の払戻によ
る収入 

 8,004 15,667 26,162 

短期貸付金の純減少
額 

 789 172 651 

有形固定資産の取得
による支出 

 △9,731 △8,282 △18,236 

有形固定資産の売却
による収入 

 108 170 662 

無形固定資産の取得
による支出 

 △2,156 △1,879 △5,161 

無形固定資産の売却
による収入 

 2 － 2 

有価証券及び投資有
価証券の取得による
支出 

 △1,108 △867 △6,665 

有価証券及び投資有
価証券の売却等によ
る収入 

 339 838 1,516 

連結範囲の変更を伴
う子会社株式取得に
よる支出 

 － － △100 

長期貸付による支出  － △16 △37 

長期貸付金の回収に
よる収入 

 112 306 224 

その他  179 △90 △443 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △27,567 2,112 △42,337 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

短期借入金の純減少
額 

 △7,787 △9,439 △8,374 

コマーシャルペーパ
ーの発行による収入 

 10,000 10,000 20,000 

コマーシャルペーパ
ーの償還による支出 

 △10,000 △10,000 △20,000 

長期借入れによる収
入 

 1,034 － 1,169 

長期借入金の返済に
よる支出 

 △791 △381 △1,958 

配当金の支払額  △1,907 △2,079 △3,816 

自己株式の取得によ
る支出 

 △85 △50 △200 

その他  △133 △710 △232 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △9,671 △12,660 △13,412 

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

 97 469 △138 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増加額（△減少額） 

 △20,968 102 △15,448 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

 58,735 43,537 58,735 

Ⅶ 新規連結子会社の現金
及び現金同等物の期首
残高 

 250 － 250 

Ⅷ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

 ※ 38,017 43,640 43,537 

     



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社数     59社 (1）連結子会社数     58社 (1）連結子会社数     58社 

 主要な連結子会社名 主要な連結子会社名 主要な連結子会社名は、「第

１ 企業の概況」の「４．関

係会社の状況」に記載してい

るため省略しました。 

連結子会社のうち、東陶機器

（広州）有限公司について

は、当連結会計年度において

新たに設立したことにより、

㈱丸常住設については、新た

に株式を取得したことによ

り、それぞれ連結子会社に含

めることとしています。 

また、会社分割等による経営

統合等により、東陶不動産管

理（株）については連結子会

社に含めることとし、（株）

エムズカネマサほか１社につ

いては、当連結会計年度より

連結の範囲から除外していま

す。 

さらに、従来非連結子会社で

あった上海東陶衛洗麗潔具有

限公司については、重要性が

増したことから当連結会計年

度より連結の範囲に加えてい

ます。また、従来連結子会社

であった東陶ユプロ（株）ほ

か3社については、会社清算に

伴い、当連結会計年度より連

結の範囲から除外していま

す。 

 東陶バスクリエイト㈱ 

東陶メンテナンス㈱ 

東陶ハイリビング㈱ 

TOTO U.S.A.,Inc 

東陶機器（中国）有限公司  

連結子会社のうち、東陶機器

（広州）有限公司について

は、当中間連結会計期間にお

いて新たに設立したことによ

り連結子会社に含めることと

し、会社分割等による経営統

合等により、東陶不動産管理

㈱については、連結子会社に

含めることとし、エムズカネ

マサ他１社については連結の

範囲から除外しています。 

また、従来非連結子会社であ

った上海東陶衛洗麗潔具有限

公司については、重要性が増

したことから、当中間連結会

計期間より、連結の範囲に加

えています。 

さらに、従来連結子会社であ

った㈱先端技術インキュベー

ションシステムズ及び東陶精

密㈱については、会社清算に

伴い、当中間連結会計期間よ

り連結の範囲から除外してい

ます。 

東陶バスクリエイト㈱ 

東陶メンテナンス㈱ 

東陶ハイリビング㈱ 

TOTO U.S.A.,Inc 

東陶機器（中国）有限公司  

  

  

  

 (2）主要な非連結子会社の名称等 (2）主要な非連結子会社の名称等 (2）主要な非連結子会社の名称等 

 非連結子会社 非連結子会社 非連結子会社 

  TOTO Geräte G.m.b.H  TOTO Geräte G.m.b.H  TOTO Geräte G.m.b.H 

 （連結の範囲から除いた理由） （連結の範囲から除いた理由） （連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は、小規模で

あり、総資産、売上高、中

間純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分

に見合う額）等は、いずれ

も中間連結財務諸表に重要

な影響を及ぼしていないた

め、連結の範囲から除外し

ています。 

左記に同じ 非連結子会社は、小規模であ

り、総資産、売上高、当期純

損益（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合う

額）等は、連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしていないた

め、連結の範囲から除外して

います。 

 



 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

２．持分法の適用に関する事

項 

(1）持分法適用の関連会社数 

9社 

(1）持分法適用の関連会社数 

9社 

(1）持分法適用の関連会社数 

 8社 

 主要な会社名 主要な会社名 主要な会社名 

 石川金属工業㈱ 石川金属工業㈱ 石川金属工業㈱ 

 P.T.SURYA TOTO INDONESIA P.T.SURYA TOTO INDONESIA P.T.SURYA TOTO INDONESIA 

 ロイヤル東陶㈱     

   従来、持分法非適用関連会

社であった厦門和利多衛浴

科技有限公司については、

重要性が増したことから、

当中間連結会計期間より、

持分法の適用範囲に加えて

います。 

従来、持分法適用関連会社

であったロイヤル東陶㈱に

ついては、保有株式を売却

したことにより、当連結会

計年度より持分法適用関連

会社から除外しています。 

 (2）持分法を適用していない非連

結子会社及び関連会社のうち主

要な会社の名称等 

(2）持分法を適用していない非連

結子会社及び関連会社のうち主

要な会社の名称等 

(2）持分法を適用していない非連

結子会社及び関連会社のうち主

要な会社の名称等 

 子会社  TOTO Geräte G.m.b.H 子会社  TOTO Geräte G.m.b.H 子会社  TOTO Geräte G.m.b.H 

 関連会社 Bulthaup G.m.b.H& Co. 関連会社 Bulthaup G.m.b.H& Co. 関連会社 Bulthaup G.m.b.H& Co.

 （持分法の適用範囲から除いた理

由） 

（持分法の適用範囲から除いた理

由） 

（持分法の適用範囲から除いた理

由） 

 持分法非適用会社は、それぞ

れ中間純損益及び利益剰余金

等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても重要性

がないため、持分法の適用範

囲から除外しています。 

左記に同じ 持分法非適用会社は、いずれ

も小規模であり、当期純損益

（持分に見合う額）及び利益

剰余金（持分に見合う額）等

は、いずれも連結財務諸表に

及ぼす影響が軽微であり、か

つ全体としても重要性がない

ため、持分法の適用範囲から

除外しています。 

 (3）持分法適用会社のうち、中間

決算日が中間連結決算日と異な

る会社については、各社の中間

会計期間に係る中間財務諸表を

使用しています。 

(3）   左記に同じ (3）持分法適用会社のうち、決算

日が連結決算日と異なる会社に

ついては、各社の事業年度に係

る財務諸表を使用しています。 

 



 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

連結子会社のうち、TOTO U.S.A.Ho

ldings,Inc.、TOTO U.S.A.Inc.、

東陶機器（中国）有限公司、北京

東陶有限公司、東陶機器（北京）

有限公司、東陶機器（大連）有限

公司、南京東陶有限公司、東陶機

器（上海）有限公司、東陶華東有

限公司、東陶機器（広州）有限公

司、台湾東陶股份有限公司、東陶

機器（香港）有限公司、TOTOKIK

I (MALAYSIA)SDN.BHD.、上海東陶

衛洗麗潔具有限公司、SIAM MARIWA

SA TOTO,INC.、TOTO VIETNAM CO.,

LTD、TOTO KIKI KOREA LTD.、TOT

O INTERNATIONAL FINANCE PTE.LT

D.の中間決算日は６月30日であ

り、中間連結決算日との差は３カ

月以内であるため、連結子会社の

中間会計期間に係る中間財務諸表

を基礎として連結を行っておりま

す。また、この場合、中間連結決

算日との間に生じた重要な取引に

ついては連結上必要な調整を行っ

ております。 

なお、愛知東陶㈱ほか40社の決算

日は、提出会社と同じでありま

す。 

連結子会社のうち、TOTO U.S.A.Ho

ldings,Inc.、TOTO U.S.A.Inc.、

東陶機器（中国）有限公司、北京

東陶有限公司、東陶機器（北京）

有限公司、東陶機器（大連）有限

公司、南京東陶有限公司、東陶機

器（上海）有限公司、東陶機器

（香港）有限公司、台湾東陶股份

有限公司、TOTOKIKI (MALAYSIA)SD

N.BHD.、SIAM MARIWASA TOTO,IN

C.、TOTO KIKI KOREA LTD.、東陶

華東有限公司、TOTO INTERNATIONA

L FINANCE PTE.LTD.、TOTO VIETNA

M CO.,LTD.、上海東陶衛洗麗潔具

有限公司、東陶機器（広州）有限

公司の中間決算日は６月30日であ

り、中間連結決算日との差は３カ

月以内であるため、連結子会社の

中間会計期間に係る中間財務諸表

を基礎として連結を行っておりま

す。また、この場合、中間連結決

算日との間に生じた重要な取引に

ついては連結上必要な調整を行っ

ております。 

なお、愛知東陶㈱ほか39社の決算

日は、提出会社と同じでありま

す。 

連結子会社のうち、TOTO U.S.A.Ho

ldings,Inc.、TOTO U.S.A.Inc.、

東陶機器（中国）有限公司、北京

東陶有限公司、東陶機器（北京）

有限公司、東陶機器（大連）有限

公司、南京東陶有限公司、東陶機

器（上海）有限公司、東陶機器

（香港）有限公司、台湾東陶股份

有限公司、TOTOKIKI (MALAYSIA)SD

N.BHD.、SIAM MARIWASA TOTO,IN

C.、TOTO KIKI KOREA LTD.、東陶

華東有限公司、TOTO INTERNATIONA

L FINANCE PTE.LTD.、TOTO VIETNA

M CO.,LTD.、上海東陶衛洗麗潔具

有限公司、東陶機器（広州）有限

公司の決算日は12月31日であり、

連結決算日との差は３カ月以内で

あるため、連結子会社の事業年度

に係る財務諸表を基礎として連結

を行っております。また、この場

合、連結決算日との間に生じた重

要な取引については連結上必要な

調整を行っております。 

なお、愛知東陶㈱ほか39社の決算

日は、提出会社と同じでありま

す。 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

 ① 有価証券 ① 有価証券 ① 有価証券 

 その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

 時価のあるもの 左記に同じ 時価のあるもの 

 …中間連結決算日の市場

価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本

直入法により処理し、

売却原価は主として移

動平均法により算定） 

 …決算期末日の市場価格

等に基づく時価法（評

価差額は全部資本直入

法により処理し、売却

原価は主として移動平

均法により算定） 

 時価のないもの  時価のないもの 

 …主として移動平均法に

よる原価法 

 …主として移動平均法に

よる原価法 

 



 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 ② たな卸資産 ② たな卸資産 ② たな卸資産 

 主として次によっています。 左記に同じ 左記に同じ 

 製品 先入先出法によ

る原価法 

半製品 先入先出法によ

る原価法 

原材料 総平均法による

低価法 

ただし衛陶原

料・外注部品は

原価法 

仕掛品 先入先出法によ

る原価法 

半成工事 個別法による原

価法 

貯蔵品 総平均法による

原価法 

  

 (2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

 ① 有形固定資産 ① 有形固定資産 ① 有形固定資産 

 当社及び国内連結子会社につ

いては、主として定率法（た

だし、平成10年４月１日以降

取得した建物（建物附属設備

を除く）については定額法）

を採用し、在外連結子会社に

ついては、主として定額法を

採用しています。 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりです。 

左記に同じ 左記に同じ 

 建物及び構築物 ３～50年

機械装置及び運搬

具 
４～15年

  

 ② 無形固定資産 ② 無形固定資産 ② 無形固定資産 

 定額法を採用しています。 

なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づ

く定額法を採用しています。 

左記に同じ 左記に同じ 

 (3）重要な引当金の計上基準 (3）重要な引当金の計上基準 (3）重要な引当金の計上基準 

 ① 貸倒引当金 ① 貸倒引当金 ① 貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額を計

上しています。 

左記に同じ 左記に同じ 

 



 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 ② 退職給付引当金 ② 退職給付引当金 ② 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当中間連

結会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上

しています。 

数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（主として16

年）による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理する

こととしています。 

過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（主として

16年）による定額法により費

用処理することとしていま

す。 

左記に同じ 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上してい

ます。 

数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（主として16

年）による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理する

こととしています。 

過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（主として

16年）による定額法により費

用処理することとしていま

す。 

       

 ③ 役員退職慰労引当金 ③ 役員退職慰労引当金 ③ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく中間

期末要支給額を計上していま

す。 

左記に同じ 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく期末

要支給額を計上しています。 

 (4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

(4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

(4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間連

結決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損益

として処理しています。 

なお、在外子会社等の資産及び

負債、並びに収益及び費用は、

中間連結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算差額

は少数株主持分及び資本の部に

おける為替換算調整勘定に含め

て計上しています。 

左記に同じ 外貨建金銭債権債務は、連結決

算日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は損益とし

て処理しています。 

なお、在外子会社等の資産及び

負債、並びに収益及び費用は、

連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は少

数株主持分及び資本の部におけ

る為替換算調整勘定に含めて計

上しています。 

 



 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 (5）重要なリース取引の処理方法 (5）重要なリース取引の処理方法 (5）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ています。 

左記に同じ 左記に同じ 

 (6）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項 

(6）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項 

(6）その他連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

 ① 税効果会計適用による利益

処分方式の準備金等の取扱い 

① 税効果会計適用による利益

処分方式の準備金等の取扱い 

－  

 中間連結会計期間に係る「法

人税、住民税及び事業税」の

税額及び「法人税等調整額」

は、当連結会計年度において

予定している利益処分による

租税特別措置法上の準備金等

の積立て及び取崩しを前提と

して、当中間連結会計期間に

係る金額を計算しておりま

す。 

左記に同じ  

 ② 消費税等の会計処理 ② 消費税等の会計処理 ① 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によってい

ます。 

左記に同じ 左記に同じ 

 

 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計算

書における資金（現金及び現金同

等物）は、手許現金、随時引き出

し可能な預金及び容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の到

来する短期投資からなります。 

左記に同じ 連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金（現金及び現金同等

物）は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなります。 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 （固定資産の減損に係る会計基準） 

固定資産の減損に係る会計基準（「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成14年8

月9日））及び「固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第6号 平成15年10月31日）が平成16

年3月31日に終了する連結会計年度に係る

連結財務諸表から適用できることになっ

たことに伴い、当中間連結会計期間から

同会計基準及び同適用指針を適用してい

ます。 

これにより税金等調整前中間純利益は

2,178百万円減少しています。 

なお、減損損失累計額については、改正

後の中間連結財務諸表規則に基づき各資

産の金額から直接控除しています。 

          － （固定資産の減損に係る会計基準） 

固定資産の減損に係る会計基準（「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成14年8

月9日））及び「固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第6号 平成15年10月31日）が平成16

年3月31日に終了する連結会計年度に係る

連結財務諸表から適用できることになっ

たことに伴い、当連結会計年度から同会

計基準及び同適用指針を適用していま

す。 

これにより税金等調整前当期純利益は

2,178百万円減少しています。 

なお、減損損失累計額については、改正

後の連結財務諸表規則に基づき各資産の

金額から直接控除しています。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

 － （中間連結損益計書） 

「為替差益」は前中間連結会計期間まで営業外収益の「その他」に

含めて表示していましたが、営業外収益の総額の100分の10を超えた

ため区分掲記しました。 

 なお、前中間連結会計期間における「為替差益」の金額は14百万

円であります。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成16年 9月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年 9月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年 3月31日） 

※1 有形固定資産の減価償却累計額は 

245,220百万円であります。 

  

※1 有形固定資産の減価償却累計額は 

248,583百万円であります。 

  

※1 有形固定資産の減価償却累計額は   

244,354百万円であります。 

  

※2 担保資産及び担保付債務 ※2 担保資産及び担保付債務 ※2 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

建物 1,046百万円 

土地 1,194 

計 2,240 

建物 874百万円 

土地 269 

計 1,144 

建物 882百万円 

土地 264 

計 1,147 

 担保付債務は次のとおりであります。  担保付債務は次のとおりであります。  担保付債務は次のとおりであります。 

支払手形及び買掛金 96百万円 

短期借入金 15 

長期借入金 815 

計 927 

短期借入金 175百万円 

計 175 

短期借入金 4百万円 

計 4 

なお、上記以外に投資有価証券のうち 

8百万円を差入保証金代用として差し入

れております。 

なお、上記以外に投資有価証券のうち 

9百万円を差入保証金代用として差し入

れております。 

なお、上記以外に投資有価証券のうち 

9百万円を差入保証金代用として差し入

れております。 

 3 保証債務  3 保証債務  3 保証債務 

  銀行借入金に対する保証債務は次のとお

りであります。 

（保証債務） 

  銀行借入金に対する保証債務は次のとお

りであります。 

（保証債務） 

  銀行借入金に対する保証債務は次のとお

りであります。 

（保証債務） 

保証先 
保証額 
（百万円） 

㈱エルコトートー 147 

SIAM SANITARY WARE 
INDUSTRY(NONG KAE) 

555 

P.T.SURYA TOTO 
INDONESIA 

2,386 

従業員住宅ローン 2 

財形住宅ローン 9 

単元持株ローン 36 

合計 3,138 

保証先 
保証額 
（百万円） 

㈱エルコトートー 107 

SIAM SANITARY WARE 
INDUSTRY(NONG KAE) 

277 

P.T.SURYA TOTO 
INDONESIA 

3,398 

従業員住宅ローン 1 

財形住宅ローン 7 

単元持株ローン 23 

合計 3,814 

保証先 
保証額 
（百万円） 

㈱エルコトートー 147 

SIAM SANITARY WARE 
INDUSTRY(NONG KAE) 

416 

P.T.SURYA TOTO 
INDONESIA 

3,178 

従業員住宅ローン 2 

財形住宅ローン 8 

従業員単元持株ローン 30 

合計 3,782 

 4 受取手形割引高は380百万円でありま

す。 

受取手形裏書譲渡高は37百万円でありま

す。 

 4 受取手形割引高は60百万円でありま

す。  

受取手形裏書譲渡高は9百万円でありま

す。 

 4 受取手形割引高は130百万円でありま

す。 

受取手形裏書譲渡高は21百万円でありま

す。 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目お

よび金額は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目お

よび金額は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目お

よび金額は次のとおりであります。 

発送費及び配達費 9,139百万円 

給料・賞与及び手当金 22,146 

退職給付費用 2,453 

役員退職慰労引当金 

繰入額 
38 

発送費及び配達費 9,518百万円 

給料・賞与及び手当金 22,522 

退職給付費用 1,970 

役員退職慰労引当金 

繰入額 
38 

貸倒引当金繰入額 31 

発送費及び配達費 18,877百万円 

給料・賞与及び手当金 44,572 

退職給付費用 4,961 

役員退職慰労引当金 

繰入額 
67 

※２ 土地等売却益の内容は、東陶北部九州

販売㈱の土地売却益38百万円でありま

す。 

※２ 土地等売却益の内容は、東陶不動産管

理㈱の土地等売却益 5百万円、東陶エム

テック㈱の土地等売却益 5百万円であり

ます。 

※２ 土地等売却益の内容は、東陶北部九州

販売㈱の土地売却益38百万円、東陶近畿

販売㈱の土地等売却益 4百万円でありま

す。 

－ ※３ 土地等売却損の内容は、東陶不動産管

理㈱の土地等売却損11百万円、東陶エム

テック㈱の土地等売却損 6百万円であり

ます。 

※３ 土地等売却損の内容は、東陶不動産管

理㈱の土地等売却損31百万円、東陶北部

九州販売㈱の土地売却損 5百万円ほかで

あります。 

※４ 有価証券評価損は、投資有価証券の一

部につき、評価減を行ったものでありま

す。 

※４ 有価証券評価損は、投資有価証券の一

部につき、評価減を行ったものでありま

す。 

※４ 有価証券評価損は、投資有価証券の一

部につき、評価減を行ったものでありま

す。 

※５ 減損損失 

 当中間連結会計期間において、当社グ

ループは以下の資産について減損損失を

計上しております。 

  当社グループは、主に継続的に収支

の把握を行っている管理会計上の区分

（製品カテゴリー別）を基礎として資産

のグルーピングを行っております。 

 時価の下落した将来の使用が見込まれ

ていない遊休資産について、帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、減損損失（ 

2,178百万円）として特別損失に計上し

ております。その内訳は、土地2,147百

万円及び建物等30百万円であります。 

 なお、回収可能価額は、正味売却価額

により測定し、公示価格等により評価し

ております。 

場所 用途 種類 

東京都西多摩郡 

他２５件 
遊休資産 土地、建物等 

－ ※５ 減損損失 

 当連結会計年度において、当社グルー

プは以下の資産について減損損失を計上

しております。 

  当社グループは、主に継続的に収支

の把握を行っている管理会計上の区分

（製品カテゴリー別）を基礎として資産

のグルーピングを行っております。 

 時価の下落した将来の使用が見込まれ

ていない遊休資産について、帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、減損損失（ 

2,178百万円）として特別損失に計上し

ております。その内訳は、土地2,147百

万円及び建物等30百万円であります。 

 なお、回収可能価額は、正味売却価額

により測定し、公示価格等により評価し

ております。 

場所 用途 種類 

東京都西多摩郡 

他２５件 
遊休資産 土地、建物等

※６ 事業再編費用は、生産拠点の集約など

に伴う生産設備等の廃棄損失、旧型品な

どの棚卸資産の整理損失等であります。 

－ ※６ 事業再編費用は、生産拠点の集約など

に伴う生産設備等の廃棄損失、旧型品な

どの棚卸資産の整理損失および流通再編

に伴う債権の貸倒損失見込額等でありま

す。 

－ ※７ 環境対策費用は、茅ヶ崎工場の土壌汚

染の浄化等にかかる費用、当社グループ

の事業所におけるアスベスト吹き付け箇

所に対する粉塵発散防止工事費用および

当社グループが保有するＰＣＢ廃棄物の

処分にかかる費用等であります。 

－ 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 ※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と 

  中間連結貸借対照表に掲記されている科 

  目の金額との関係 

 ※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と 

  中間連結貸借対照表に掲記されている科 

  目の金額との関係 

 ※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結 

  貸借対照表に掲記されている科目の金額 

  との関係 

（平成16年９月30日現在） （平成17年９月30日現在） （平成17年３月31日現在）

現金及び預金勘定 54,156百万円 

預入期間が３ヵ月を超え

る定期預金 
△16,139

 

現金及び現金同等物 38,017 

現金及び預金勘定 46,665百万円 

預入期間が３ヵ月を超え

る定期預金 
△3,025

 

現金及び現金同等物 43,640 

現金及び預金勘定 58,323百万円 

預入期間が３ヵ月を超え

る定期預金 
△14,786

 

現金及び現金同等物 43,537 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(1）リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

 

機械装

置及び

運搬具 

その他 合計  

取得価額

相当額 
359 6,559 6,918 

百万円 

減価償却

累計額相

当額 

283 4,114 4,398  

中間期末

残高相当

額 

75 2,445 2,520  

 

機械装

置及び

運搬具 

その他 合計  

取得価額

相当額 
405 5,333 5,738 

百万円

減価償却

累計額相

当額 

298 3,614 3,913  

中間期末

残高相当

額 

107 1,718 1,825  

 

機械装

置及び

運搬具 

その他 合計  

取得価額

相当額 
410 5,869 6,279 

百万円

減価償却

累計額相

当額 

317 3,965 4,282  

期末残高

相当額 
93 1,903 1,997  

 （注） 取得価額相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算

定しています。 

 （注） 左記に同じ  （注） 取得価額相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末

残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定してい

ます。 

② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 1,104百万円 

１年超 2,476 

合計 3,581 

１年以内 936百万円 

１年超 1,975 

合計 2,911 

１年以内 1,017百万円 

１年超 2,156 

合計 3,173 

 （注） 未経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末残

高が有形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定していま

す。 

 （注） 左記に同じ  （注） 未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法

により算定しています。 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 635百万円 

減価償却費相当額 686 

支払リース料 589百万円 

減価償却費相当額 464 

支払リース料 1,278百万円 

減価償却費相当額 1,371 

④ 減価償却費相当額の算定方法 ④ 減価償却費相当額の算定方法 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を10％として計算した定率法による減

価償却費相当額に、10／９を乗じた額

を減価償却費相当額としています。 

左記に同じ 左記に同じ 

(2）オペレーティング・リース取引 (2）オペレーティング・リース取引 (2）オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 

１年以内 366百万円 

１年超 1,019 

合計 1,385 

１年以内 377百万円 

１年超 924 

合計 1,302 

１年以内 322百万円 

１年超 1,198 

合計 1,520 



（有価証券関係） 

Ⅰ 前中間連結会計期間末（平成16年９月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式等について減損処理を行っている銘柄はあり

ません。 

なお、当該株式等の減損処理にあたっては、当中間連結会計期間末日の時価が取得原価の70％以下の銘柄につ

いて時価が「著しく下落した」と判断して、その適用対象としています。ただし、当中間連結会計期間末日の

時価が取得原価の70％以下50％超の銘柄については、その時価の回復可能性を検討し、減損処理の要否を判定

することとしています。 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

Ⅱ 当中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

   （注） 当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式等について１百万円減損処理を行っていま

す。 

なお、当該株式等の減損処理にあたっては、当中間連結会計期間末日の時価が取得原価の70％以下の銘柄につ

いて時価が「著しく下落した」と判断して、その適用対象としています。ただし、当中間連結会計期間末日の

時価が取得原価の70％以下50％超の銘柄については、その時価の回復可能性を検討し、減損処理の要否を判定

することとしています。 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 13,498 19,320 5,822 

(2）債券    

国債・地方債等 － － － 

社債 3,604 3,643 38 

その他 810 819 9 

(3）その他 － － － 

合計 17,913 23,783 5,870 

 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 693 

 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 19,446 35,459 16,013 

(2）債券    

国債・地方債等 － － － 

社債 2,503 2,531 27 

その他 10 10 0 

(3）その他 － － － 

合計 21,959 38,000 16,041 

 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 1,206 



Ⅲ 前連結会計年度末（平成17年３月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式等について減損処理を行っている銘柄はありませ

ん。 

なお、当該株式等の減損処理にあたっては、当連結会計年度末日の時価が取得原価の70％以下の銘柄について

時価が「著しく下落した」と判断して、その適用対象としています。ただし、当連結会計年度末日の時価が取

得原価の70％以下50％超の銘柄については、その時価の回復可能性を検討し、減損処理の要否を判定すること

としています。 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成17年４

月１日 至 平成17年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないので、該当事項はありません。 

 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

(1）株式 18,646 26,070 7,424 

(2）債券    

国債・地方債等 － － － 

社債 2,504 2,536 32 

その他 810 815 5 

(3）その他 － － － 

合計 21,960 29,423 7,462 

 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 894 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

（注）１．事業区分は内部管理上採用している区分によっています。 

各事業区分に属する主要な製品は次のとおりです。 

レストルーム商品    ：衛生陶器、システムトイレ、腰掛便器用シート（ウォシュレットなど）、 

タイル建材など 

バス・キッチン・洗面商品：ユニットバスルーム、水栓金具、給湯機、システムキッチン、洗面化粧台、 

マーブライトカウンター、プラスチック・ホーロー浴槽など 

その他         ：ニューセラミック、浴室換気暖房乾燥機、食器洗い乾燥機など 

２．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（6,917百万円）の主なものは、 

  基礎研究部門および本社管理部門に係る費用であります。 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

（注）１．事業区分は市場の類似性等を考慮して区分しております。 

各事業区分に属する主要な製品・サービス等は次のとおりです。 

建築用設備機器：<レストルーム商品>衛生陶器、システムトイレ、温水洗浄便座など 

        <バス・キッチン・洗面商品>ユニットバスルーム、水栓金具、給湯機、 

        システムキッチン、 洗面化粧台、 

        マーブライトカウンター、プラスチック・ホーロー浴槽など

        <その他商品>タイル建材、浴室換気暖房乾燥機、食器洗い乾燥機など 

その他     ：ニューセラミック、生活用品、不動産賃貸業など 

２．事業区分の変更 

  事業区分は、従来内部管理上採用している区分により、生活ゾーンに対応した「レストルーム商品」 

  「バス・キッチン・洗面商品」および「その他」に区分していましたが、当中間連結会計期間より、 

  市場の類似性等によって「建築用設備機器」および「その他」に変更しています。 

  この変更は、近年におけるビジネス環境および市場ニーズの変化等に伴い各種水まわり製品等を 

  組み合わせた空間づくりを目指す販売体制の構築、製品開発および技術開発等を推進する必要性が 

  一層増してきていることから、市場の類似性等により区分することが合理的であり、実態に則している 

  との判断によるものです。 

 
レストルー
ム商品 
（百万円）

バス・
キッチン・
洗面商品 
（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円） 

消去又は
全社 

（百万円） 

連結
（百万円）

売 上 高       

(1)外部顧客に対する売上高 103,351 116,426 13,811 233,589 － 233,589 

(2)セグメント間の内部売上高又は振替高 453 71 2,525 3,049 (3,049) － 

計 103,804 116,498 16,336 236,639 (3,049) 233,589 

営 業 費 用 91,859 107,508 16,043 215,411 3,867 219,278 

営 業 利 益 11,944 8,989 293 21,227 (6,917) 14,310 

 
建築用
設備機器 
（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社 

（百万円） 

連結 
（百万円） 

売 上 高      

(1)外部顧客に対する売上高 229,333 5,110 234,443 － 234,443 

(2)セグメント間の内部売上高又は振替高 13 4,793 4,806 (4,806) － 

計 229,346 9,904 239,250 (4,806) 234,443 

営 業 費 用 212,424 10,222 222,646 1,542 224,189 

営 業 利 益（△損 失） 16,921 △318 16,603 (6,349) 10,253 



なお、前中間連結会計期間および前連結会計年度において、当中間連結会計期間の事業区分によった場合の

事業の種類別セグメント情報は、次のとおりです。 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（6,385百万円）の主なものは、 

  基礎研究部門および本社管理部門に係る費用であります。 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

（注）１．事業区分は内部管理上採用している区分によっています。 

各事業区分に属する主要な製品は次のとおりです。 

レストルーム商品    ：衛生陶器、システムトイレ、腰掛便器用シート（ウォシュレットなど）、 

タイル建材など 

バス・キッチン・洗面商品：ユニットバスルーム、水栓金具、給湯機、システムキッチン、洗面化粧台、 

マーブライトカウンター、プラスチック・ホーロー浴槽など 

その他         ：ニューセラミック、浴室換気暖房乾燥機、食器洗い乾燥機など 

２．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（13,785百万円）の主なものは、 

  基礎研究部門および本社管理部門に係る費用であります。 

 
建築用
設備機器 
（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社 

（百万円） 

連結
（百万円）

売 上 高      

(1)外部顧客に対する売上高 227,209 6,380 233,589 － 233,589 

(2)セグメント間の内部売上高又は振替高 1 5,003 5,004 (5,004) － 

計 227,210 11,383 238,594 (5,004) 233,589 

営 業 費 用 205,746 11,644 217,391 1,886 219,278 

営 業 利 益（△損 失） 21,463 △261 21,202 (6,891) 14,310 

 
建築用
設備機器 
（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社 

（百万円） 

連結
（百万円）

売 上 高      

(1)外部顧客に対する売上高 471,754 12,437 484,191 － 484,191 

(2)セグメント間の内部売上高又は振替高 8 10,488 10,497 (10,497) － 

計 471,763 22,926 494,689 (10,497) 484,191 

営 業 費 用 427,094 23,426 450,521 3,251 453,772 

営 業 利 益（△損 失） 44,668 △500 44,168 (13,748) 30,419 

 
レストルー
ム商品 
（百万円）

バス・
キッチン・
洗面商品 
（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社 

（百万円） 

連結
（百万円）

売 上 高       

(1)外部顧客に対する売上高 214,226 239,243 30,721 484,191 － 484,191 

(2)セグメント間の内部売上高又は振替高 615 406 4,574 5,597 (5,597) － 

計 214,841 239,650 35,296 489,788 (5,597) 484,191 

営 業 費 用 189,915 221,328 34,401 445,645 8,126 453,772 

営 業 利 益 24,926 18,321 894 44,143 (13,724) 30,419 



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報

の記載を省略しております。 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

（注）１．国又は地域は、事業活動の相互関連性により区分しております。 

２．その他に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

    台湾、マレーシア、フィリピン、韓国、ベトナム、シンガポール等 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（当中間連結会計期間 6,385百万円、 

  前連結会計年度 13,785百万円）の主なものは、基礎研究部門および本社管理部門に係る費用であります。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成17年

４月１日 至 平成17年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

 
日本 

（百万円） 
米国

（百万円）
中国

（百万円）
その他
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社 

（百万円） 

連結
（百万円）

売 上 高        

(1)外部顧客に対する売上高 214,407 11,139 6,353 2,542 234,443 － 234,443 

(2)セグメント間の内部売上高 

  又は振替高 
4,876 60 5,839 4,691 15,468 (15,468) － 

計 219,284 11,200 12,192 7,234 249,911 (15,468) 234,443 

営 業 費 用 204,795 10,492 11,050 6,901 233,239 (9,050) 224,189 

営 業 利 益 14,488 708 1,142 332 16,672 (6,418) 10,253 

 
日本 

（百万円） 
米国

（百万円）
中国

（百万円）
その他
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社 

（百万円） 

連結
（百万円）

売 上 高        

(1)外部顧客に対する売上高 448,887 18,594 12,151 4,559 484,191 － 484,191 

(2)セグメント間の内部売上高 

  又は振替高 
8,022 16 8,524 6,360 22,922 (22,922) － 

計 456,909 18,610 20,675 10,919 507,113 (22,922) 484,191 

営 業 費 用 416,972 17,774 17,782 10,587 463,116 (9,344) 453,772 

営 業 利 益 39,937 836 2,893 331 43,997 (13,578) 30,419 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下の

とおりであります。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 553.63円 

１株当たり中間純利益 13.15円 

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益 
12.99円 

１株当たり純資産額 596.96円 

１株当たり中間純利益 10.59円 

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益 
10.59円 

１株当たり純資産額 574.43円 

１株当たり当期純利益 37.29円 

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益 
36.28円 

 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益    

中間（当期）純利益（百万円） 4,562 3,671 13,058 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 126 

（うち利益処分による役員賞与金）          (－)          (－) (126) 

普通株式に係る中間（当期）純利益

（百万円） 
4,562 3,671 12,931 

普通株式の期中平均株式数（千株） 346,900 346,800 346,825 
  

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）

純利益 

   

中間（当期）純利益調整額（百万円） 244 243 488 

（うち支払利息（税額相当額控除後）） (241) (240) (481) 

（うち事務手数料等（税額相当額控除後）） (3) (3) (6) 

普通株式増加数（千株） 23,155 23,066 23,066 

 （うち転換社債） (23,155) (23,066) (23,066) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間（当期）純利益の算

定に含めなかった潜在株式の概要 

－ － － 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１.現金及び預金  29,102   24,850   30,984   

２.受取手形   11,244   10,234   11,025   

３.売掛金  73,081   74,485   78,637   

４.有価証券  1,912   －   805   

５.たな卸資産  37,835   34,633   33,303   

６.繰延税金資産  3,572   2,686   3,037   

７.その他  12,250   16,239   11,811   

  貸倒引当金  △312   △65   △289   

流動資産合計   168,685 45.0  163,064 42.8  169,316 44.6 

Ⅱ 固定資産           

（１）有形固定資産 ※１          

１.建物  32,739   31,024   31,538   

２.機械及び装置  16,265   15,585   15,621   

３.土地  25,997   25,454   25,454   

４.その他  8,776   9,999   8,794   

有形固定資産計  83,779   82,063   81,409   

（２）無形固定資産  7,096   7,756   7,475   

（３）投資その他の資産           

１.投資有価証券  22,136   38,840   29,147   

２.関係会社株式  41,670   44,897   45,184   

３.長期貸付金  5,606   2,723   2,938   

４.繰延税金資産  29,817   23,647   27,381   

５.その他  18,579   18,155   16,968   

  貸倒引当金  △2,567   △190   △193   

投資その他の資産計  115,242   128,074   121,427   

固定資産合計   206,117 55.0  217,895 57.2  210,312 55.4 

資産合計     374,803 100.0 380,960 100.0   379,628 100.0 

          
 



  
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１.支払手形  615   607   644   

２.買掛金  40,818   41,846   42,888   

３.未払法人税等  1,801   1,483   2,225   

４.その他 ※３ 41,728   41,198   43,537   

流動負債合計   84,963 22.7  85,135 22.3  89,295 23.5 

Ⅱ 固定負債           

１.転換社債  29,998   29,883   29,883   

２.退職給付引当金  54,804   51,828   53,622   

３.役員退職慰労 
  引当金  509   556   538   

４.関係会社投資等 
  損失引当金  13,661   11,326   11,326   

固定負債合計   98,973 26.4  93,593 24.6  95,370 25.1 

負債合計   183,936 49.1  178,729 46.9  184,665 48.6 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   35,579 9.5  35,579 9.3  35,579 9.4 

Ⅱ 資本剰余金           

（１）資本準備金  29,101   29,101   29,101   

（２）その他 
   資本剰余金  5   80   77   

資本剰余金合計   29,107 7.8  29,181 7.7  29,179 7.7 

Ⅲ 利益剰余金           

（１）利益準備金  8,290   8,290   8,290   

（２）任意積立金  117,445   121,582   117,445   

（３）中間（当期） 
   未処分利益  10,780   11,986   13,908   

利益剰余金合計   136,516 36.4  141,859 37.2  139,644 36.8 

Ⅳ その他有価証券 
評価差額金   3,448 0.9  9,494 2.5  4,398 1.2 

Ⅴ 自己株式       △13,784 △3.7  △13,885 △3.6  △13,839 △3.7 

資本合計   190,867 50.9  202,230 53.1  194,962 51.4 

負債資本合計   374,803 100.0  380,960 100.0  379,628 100.0 

          



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   194,455 100.0  193,242 100.0  397,485 100.0 

Ⅱ 売上原価   130,240 67.0  130,959 67.8  268,098 67.4 

売上総利益   64,215 33.0  62,283 32.2  129,386 32.6 

Ⅲ 販売費及び一般管理費   55,916 28.7  56,203 29.1  111,950 28.2 

営業利益   8,298 4.3  6,079 3.1  17,435 4.4 

Ⅳ 営業外収益 ※１  1,749 0.9  3,454 1.8  2,532 0.6 

Ⅴ 営業外費用 ※２  1,971 1.0  1,981 1.0  3,679 0.9 

経常利益   8,076 4.2  7,552 3.9  16,288 4.1 

Ⅵ 特別利益 ※３  － －  16 0.0  － － 

Ⅶ 特別損失 ※4,5  1,523 0.8  1,150 0.6  1,582 0.4 

税引前中間（当期）
純利益   6,553 3.4  6,418 3.3  14,705 3.7 

法人税、住民税及び
事業税  1,728   1,361   2,517   

法人税等調整額   1,259 2,988 1.6 632 1,994 1.0 3,586 6,104 1.5 

中間（当期）純利益   3,564 1.8  4,424 2.3  8,601 2.2 

前期繰越利益   7,215   7,562   7,215  

中間配当額   －   －   1,908  

中間（当期）未処分
利益   10,780   11,986   13,908  

           



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 左記に同じ 子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法  移動平均法による原価法 

 その他有価証券  その他有価証券 

 時価のあるもの  時価のあるもの 

 …中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

 …期末日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

 時価のないもの  時価のないもの 

 …移動平均法による原価法  …移動平均法による原価法 

 (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 

 製品 先入先出法による

原価法 

半製品 先入先出法による

原価法 

原材料 総平均法による低

価法 

ただし、衛陶原

料・外注部品は原

価法 

仕掛品 先入先出法による

原価法 

半成工事 個別法による原価

法 

貯蔵品 総平均法による原

価法 

左記に同じ 左記に同じ 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

定率法（ただし、平成10年４月

１日以降取得した建物（建物附

属設備を除く）については、定

額法）を採用しています。 

なお、主な耐用年数は以下のと

おりです。 

左記に同じ 左記に同じ 

 建物 ３～50年

機械及び装置 ４～15年

  

 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

 定額法を採用しています。 

なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用

可能期間（５年）に基づく定額

法を採用しています。 

左記に同じ 左記に同じ 

 



 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損失

に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上していま

す。 

左記に同じ 左記に同じ 

 (2）退職給付引当金 (2）退職給付引当金 (2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しています。 

数理計算上の差異は、各事業年

度の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年

数（16年）による定額法により

按分した額をそれぞれ発生の翌

事業年度から費用処理すること

としています。 

過去勤務債務は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（16年）による定

額法により費用処理することと

しています。 

 左記に同じ 

  

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しています。 

数理計算上の差異は、各事業年

度の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年

数（16年）による定額法により

按分した額をそれぞれ発生の翌

事業年度から費用処理すること

としています。 

過去勤務債務は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（16年）による定

額法により費用処理することと

しています。 

 (3）役員退職慰労引当金 (3）役員退職慰労引当金 (3）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく中間期末

要支給額を計上しています。 

左記に同じ 役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく期末要支

給額を計上しています。 

 (4）関係会社投資等損失引当金 (4）関係会社投資等損失引当金 (4）関係会社投資等損失引当金 

 国内・海外関係会社への投資等

に係る損失に備えるため、その

財政状態を勘案して、当社所定

の基準による損失見込額を関係

会社投資等損失引当金として計

上しています。 

左記に同じ 左記に同じ 

４．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決算

日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処理

しています。 

左記に同じ 外貨建金銭債権債務は、期末日の

直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ています。 

５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっていま

す。 

左記に同じ 左記に同じ 

 



 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

(1）税効果会計適用による利益処

分方式の準備金等の取扱い 

(1）税効果会計適用による利益処

分方式の準備金等の取扱い 

－ 

中間会計期間に係る「法人税、

住民税及び事業税」の税額及び

「法人税等調整額」は、当事業

年度において予定している利益

処分による租税特別措置法上の

準備金等の積立て及び取崩しを

前提として、当中間会計期間に

係る金額を計算しております。 

左記に同じ  

 (2）消費税等の会計処理 (2）消費税等の会計処理 (1）消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっていま

す。 

左記に同じ 左記に同じ 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 （固定資産の減損に係る会計基準） 

固定資産の減損に係る会計基準（「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成14年8

月9日））及び「固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第6号 平成15年10月31日）が平成16

年3月31日に終了する事業年度に係る財務

諸表から適用できることになったことに

伴い、当中間会計期間から同会計基準及

び同適用指針を適用しています。 

これにより税引前中間純利益は550百万円

減少しています。 

なお、減損損失累計額については、改正

後の中間財務諸表等規則に基づき各資産

の金額から直接控除しています。 

－  （固定資産の減損に係る会計基準） 

固定資産の減損に係る会計基準（「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成14年8

月9日））及び「固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第6号 平成15年10月31日）が平成16

年3月31日に終了する事業年度に係る財務

諸表から適用できることになったことに

伴い、当事業年度から同会計基準及び同

適用指針を適用しています。 

これにより税引前当期純利益は550百万円

減少しています。 

なお、減損損失累計額については、改正

後の財務諸表等規則に基づき各資産の金

額から直接控除しています。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成16年 9月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年 9月30日） 

前事業年度末 
（平成17年 3月31日） 

※1 有形固定資産の減価償却累計額は 

 161,136百万円であります。 

※1 有形固定資産の減価償却累計額は 

 159,535百万円であります。 

※1 有形固定資産の減価償却累計額は 

 158,443百万円であります。 

 2 保証債務  2 保証債務  2 保証債務 

銀行借入金等に対する保証債務及び保証

予約は次のとおりであります。 

銀行借入金等に対する保証債務及び保証

予約は次のとおりであります。 

銀行借入金等に対する保証債務及び保証

予約は次のとおりであります。 

（保証債務） （保証債務） （保証債務） 

保証先 
保証額 
（百万円） 

東陶ファイナンス㈱ 28,505 

㈱東陶エムテック 100 

TOTO U.S.A.,Inc. 5,096 

㈱エルコトートー 147 

SIAM SANITARY WARE 
INDUSTRY(NONG KAE) 

555 

P.T.SURYA TOTO 
INDONESIA 

2,386 

TOTO INTERNATIONAL 
FINANCE PTE.LTD. 

1,878 

従業員住宅ローン 2 

財形住宅ローン 9 

単元持株ローン 36 

合計 38,719 

保証先 
保証額 
（百万円） 

東陶ファイナンス㈱ 16,239 

TOTO U.S.A.,Inc. 4,974 

㈱エルコトートー 107 

SIAM SANITARY WARE 
INDUSTRY(NONG KAE) 

277 

P.T.SURYA TOTO 
INDONESIA 

3,398 

TOTO INTERNATIONAL 
FINANCE PTE.LTD. 

1,597 

従業員住宅ローン 1 

財形住宅ローン 7 

単元持株ローン 23 

合計 26,626 

保証先 
保証額 
（百万円） 

東陶ファイナンス㈱ 23,079 

TOTO U.S.A.,Inc. 4,982 

㈱エルコトートー 147 

SIAM SANITARY WARE 
INDUSTRY(NONG KAE) 

416 

P.T.SURYA TOTO 
INDONESIA 

3,178 

TOTO INTERNATIONAL 
FINANCE PTE.LTD. 

1,714 

従業員住宅ローン 2 

財形住宅ローン 8 

単元持株ローン 30 

合計 33,559 

（保証予約） （保証予約） （保証予約） 

保証先 
保証額 
（百万円） 

 東陶不動産㈱ 100 

 東陶機器（北京） 
 有限公司 

583 

 TOTO INTERNATIONAL 
 FINANCE PTE.LTD. 

1,998 

合計 2,681 

保証先 
保証額 
（百万円） 

 東陶不動産㈱ 100 

 東陶機器（北京） 
 有限公司 

356 

 TOTO INTERNATIONAL 
 FINANCE PTE.LTD. 

1,873 

合計 2,329 

保証先 
保証額 
（百万円） 

 東陶不動産㈱ 100 

 東陶機器（北京） 
 有限公司 

451 

 TOTO INTERNATIONAL 
 FINANCE PTE.LTD. 

1,855 

合計 2,406 

※3 消費税等の表示 ※3 消費税等の表示 － 

売上等に係る仮受消費税等と仕入等に係

る仮払消費税等は相殺のうえ、流動負債

の「その他」に含めて表示しています。 

左記に同じ  



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 28百万円 

有価証券利息 34 

受取配当金 1,357 

受取利息 22百万円 

有価証券利息 22 

受取配当金 2,637 

受取利息 54百万円 

有価証券利息 67 

受取配当金 1,436 

※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 5百万円 

転換社債利息 404 

売上割引 415 

固定資産除却損 557 

支払利息 3百万円 

転換社債利息 403 

売上割引 444 

固定資産除却損 682 

支払利息 6百万円 

転換社債利息 808 

売上割引 862 

固定資産除却損 1,005 

－ ※３ 特別利益のうち主要なもの － 

 会員権売却益 16百万円      

※４ 特別損失のうち主要なもの ※４ 特別損失のうち主要なもの ※４ 特別損失のうち主要なもの 

特別損失に計上した有価証券評価損

は、投資有価証券の一部につき、評

価減を行ったものであります。 

有価証券評価損 9百万円 

会員権評価損 4 

減損損失 550 

事業再編費用 958 

特別損失に計上した有価証券評価損

は、投資有価証券の一部につき、評

価減を行ったものであります。 

会員権売却損 11百万円 

有価証券評価損 21  

会員権評価損 4 

環境対策費用 1,113 

特別損失に計上した有価証券評価損

は、投資有価証券の一部につき、評

価減を行ったものであります。 

関係会社株式売却損 59百万円 

有価証券評価損 9  

会員権評価損 4 

減損損失 550 

事業再編費用 958 

※５ 減損損失 

当中間会計期間において、当社は以

下の資産について減損損失を計上し

ております。 

当社は、主に継続的に収支の把握を

行っている管理会計上の区分（製品

カテゴリー別）を基礎として資産の

グルーピングを行っております。 

時価の下落した将来の使用が見込ま

れていない遊休資産について、帳簿

価額を回収可能価額まで減額し、減

損損失（550百万円）として特別損

失に計上しております。その内訳

は、土地543百万円及び建物7百万円

であります。 

なお、回収可能価額は、正味売却価

額により測定し、公示価格等により

評価しております。 

場所 用途 種類 

宮城県黒川郡 

   他３件 
遊休資産 土地、建物 

－ 

  

  

 ※５ 減損損失 

当事業年度において、当社は以下の

資産について減損損失を計上してお

ります。 

当社は、主に継続的に収支の把握を

行っている管理会計上の区分（製品

カテゴリー別）を基礎として資産の

グルーピングを行っております。 

時価の下落した将来の使用が見込ま

れていない遊休資産について、帳簿

価額を回収可能価額まで減額し、減

損損失（550百万円）として特別損

失に計上しております。その内訳

は、土地543百万円及び建物7百万円

であります。 

なお、回収可能価額は、正味売却価

額により測定し、公示価格等により

評価しております。 

場所 用途 種類 

宮城県黒川郡 

   他３件 
遊休資産 土地、建物

 ６ 減価償却実施額  ６ 減価償却実施額  ６ 減価償却実施額 

有形固定資産 3,768百万円 

無形固定資産 1,050 

有形固定資産 3,780百万円 

無形固定資産 1,154 

有形固定資産 7,848百万円 

無形固定資産 2,107 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

 
その他（工具・器

具・備品等） 

取得価額相当額 5,850百万円 

減価償却累計額相当額 3,704 

中間期末残高相当額 2,145 

 
その他（工具・器

具・備品等） 

取得価額相当額 4,605百万円 

減価償却累計額相当額 3,198 

中間期末残高相当額 1,406 

 
その他（工具・器

具・備品等） 

取得価額相当額 5,262百万円 

減価償却累計額相当額 3,582 

期末残高相当額 1,679 

 （注） 取得価額相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算

定しています。 

 （注） 左記に同じ  （注） 取得価額相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末

残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定してい

ます。 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 902百万円 

１年超 2,137 

合計 3,040 

１年以内 737百万円 

１年超 1,589 

合計 2,327 

１年以内 820百万円 

１年超 1,859 

合計 2,679 

 （注） 未経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末残

高が有形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定していま

す。 

 （注） 左記に同じ  （注） 未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法

により算定しています。 

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 497百万円 

減価償却費相当額 584 

支払リース料 467百万円 

減価償却費相当額 364 

支払リース料 1,020百万円 

減価償却費相当額 1,149 

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

10％として計算した定率法による減価償

却費相当額に、10／９を乗じた額を減価

償却費相当額としています。 

左記に同じ 左記に同じ 



（有価証券関係） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

１ 前中間会計期間末（平成16年９月30日） 

２ 当中間会計期間末（平成17年９月30日） 

３ 前事業年度末（平成17年３月31日） 

 中間貸借対照表計上額  時価  差額 

関連会社株式 1,380百万円  1,193百万円  △187百万円

 中間貸借対照表計上額  時価  差額 

関連会社株式 1,380百万円  1,302百万円  △78百万円

 貸借対照表計上額  時価  差額 

関連会社株式 1,380百万円  1,329百万円  △51百万円



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下の

とおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 550.06円 

１株当たり中間純利益 10.27円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり 

中間純利益については、希薄化効果 

を有している潜在株式が存在しない 

ため記載しておりません。 

１株当たり純資産額 582.92円 

１株当たり中間純利益 12.75円 

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益 
12.62円 

１株当たり純資産額 561.52円 

１株当たり当期純利益 24.42円 

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益 
24.22円 

 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益    

中間（当期）純利益（百万円） 3,564 4,424 8,601 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 126 

（うち利益処分による役員賞与金）          (－)          (－) (126) 

普通株式に係る中間（当期）純利益

（百万円） 
3,564 4,424 8,474 

普通株式の期中平均株式数（千株） 347,024 346,956 347,015 
  
潜在株式調整後１株当たり中間（当期）

純利益 

   

中間（当期）純利益調整額（百万円） － 243 488 

（うち支払利息（税額相当額控除後））          (－) (240) (481) 

（うち事務手数料等（税額相当額控除後））          (－) (3) (6) 

普通株式増加数（千株） － 23,066 23,066 

（うち転換社債）          (－) (23,066) (23,066) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間（当期）純利益の算

定に含めなかった潜在株式の概要 

第４回無担保転換社債

（額面総額29,998百万

円）。 

なお、この概要は「第

４提出会社の状況、１

株式等の状況、(2) 新

株予約権等の状況」に

記載のとおりでありま

す。 

－ － 



(2）【その他】 

平成17年11月4日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

（注）平成17年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行います。

①中間配当による配当金の総額 2,081百万円 

②１株当たりの金額 6円00銭 

③支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成17年12月5日 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

    有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第139期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月29日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成16年12月13日

東陶機器株式会社 

 取 締 役 会  御中 
  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 佐藤 元治   印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 佐藤 宏文   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東陶機

器株式会社の平成16年4月1日から平成17年3月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成16年4月1日から平成16

年9月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算

書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、東陶機器株式会社及び連結子会社の平成16年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成16年4月1日から平成16年9月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を

表示しているものと認める。 

 追記情報 

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間連結会計期間より固定資産

の減損に係る会計基準を適用しているため、この会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以   上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途

保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成17年12月 9日

東陶機器株式会社 

 取 締 役 会  御中 
  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 佐藤 元治   印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 佐藤 宏文   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東陶機

器株式会社の平成17年4月1日から平成18年3月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年4月1日から平成17

年9月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算

書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、東陶機器株式会社及び連結子会社の平成17年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成17年4月1日から平成17年9月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を

表示しているものと認める。 

 追記情報 

 セグメント情報の「事業の種類別セグメント情報」の（注）2.「事業区分の変更」に記載されているとおり、会社は事

業区分を変更した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以   上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途

保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成16年12月13日

東陶機器株式会社 

 取 締 役 会  御中 
  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 佐藤 元治   印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 佐藤 宏文   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東陶機

器株式会社の平成16年4月1日から平成17年3月31日までの第139期事業年度の中間会計期間（平成16年4月1日から平成16年

9月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中

間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、東陶機器株式会社の平成16年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成16年4月1日から

平成16年9月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間より固定資産の減損に

係る会計基準を適用しているため、この会計基準により中間財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以   上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途

保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成17年12月 9日

東陶機器株式会社 

 取 締 役 会  御中 
  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 佐藤 元治   印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 佐藤 宏文   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東陶機

器株式会社の平成17年4月1日から平成18年3月31日までの第140期事業年度の中間会計期間（平成17年4月1日から平成17年

9月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中

間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、東陶機器株式会社の平成17年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年4月1日から

平成17年9月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以   上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途

保管しております。 
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